
　

東海理化エレテック株式会社 （平成28年3月31日現在）

金 額 金 額

706,005 1,001,626

現 金 預 金 88,575 買 掛 金 454,860

売 掛 金 292,560 短 期 借 入 金 300,000

有 価 証 券 891 未 払 設 備 16,404

製 品 94,830 未 払 費 用 45,468

購 入 部 品 169,672 未 払 労 務 費 90,092

原 材 料 2,888 預 り 金 1,318

補 助 材 料 4,346 未 払 法 人 税 等 1,771

消 耗 品 11,420 賞 与 引 当 金 72,472

未 収 入 金 6,783 役 員 賞 与 引 当 金 19,238

未 収 利 息 1

前 払 費 用 3,737

短 期 貸 付 金 700

繰延税金資産(短期) 29,595

961,208 107,718

853,452 退 職 給 付 引 当 金 74,108

建 物 95,404 役員退職慰労引当金 33,610

構 築 物 1,168

機 械 装 置 471,533

車 両 運 搬 具 16

器 具 工 具 50,222 1,109,345

什 器 備 品 7,149

土 地 141,483 557,868

建 設 仮 勘 定 86,472 90,000

ソ フ ト ウ ェ ア 6,913 資 本 準 備 金 167,554

電 話 加 入 権 739 300,314

100,104 利 益 準 備 金 57,500

長 期 前 払 費 用 433 そ の 他 利 益 剰 余 金 242,814

繰延税金資産(長期) 93,454 繰 越 利 益 剰 余 金 242,814

保 証 金 5,300

敷 金 692

出 資 金 225 557,868

1,667,214 1,667,214

資 本 金

貸 借 対 照 表

資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

科 目 科 目

固 定 資 産 固 定 負 債

流 動 資 産 流 動 負 債

投 資 そ の 他 の 資 産

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産

負 債 合 計

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

千円  千円 
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１．重要な会計方針に係る事項

(1)資産の評価基準及び評価方法

① ----------- 時価のあるもの

期末時の市場価格に基づく時価法

(時価差額は、全部資本直入法により処理)

②

----------- 総平均法による原価法

----------- 先入先出法による原価法

(2)固定資産の減価償却方法

有形固定資産 ---- 定率法

但し、平成10年度の税制改正に伴い平成10年4月1日以降に取得

の建物(建物付属設備を除く）については、定額法。

耐用年数については，法人税法の定める耐用年数を適用しており

ます。但し、平成10年３月以前に取得した建物については、

平成10年度の法人税法の改正前の耐用年数を適用しております。

平成19年度の法人税法の改正に伴い、平成19年4月1日以降

平成24年3月31日までに取得した有形固定資産について、改正後の

法人税法に基づく減価償却方法に変更してあります。

平成19年度の法人税法の改正に伴い、平成19年3月31日以前に取得

した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の

適用により取得価額の5％に到達した会計年度の翌会計年度より、

取得価額の5％相当額と備忘価額との差額を5年間にわたり均等

償却し、減価償却費に含めて計上しております。

(会計方針の変更)

平成24年度の法人税法の改正に伴い、平成24年4月1日以降に取得

した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却

方法に変更してあります。

無形固定資産 ---- 定額法

但し、自社利用のソフトウェアについては、社内における

利用可能期間（5年）に基づく定額法。

(3)引当金の計上基準

---- 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について法人

税法の規定による法定繰入率により計上するほか、個々の債権

の回収可能性を勘案して計上してあります。

---- 従業員賞与の支給に備えるため、賞与支給実績を基準として、

賞与支給対象期間のうち当期に対応する額を計上しております。

---- 役員に対する賞与の支給に備えるため、役員賞与支給見込み額の

当期負担額を計上しております。

---- 従業員の退職金の支給に備えるため、期末自己都合要支給額

を計上しております。

---- 役員の退任により支給する役員退職慰労金に充てるため内規

に基づく期末退職慰労金要支給額を計上しております。

なお、これは商法施行規則第43条に規定する引当金であります。

(4)リース取引の処理方法 ---- リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に

関わる方法に準じた会計処理によっております。

(5)消費税等の会計処理 ------ 消費税および地方消費税の会計処理は、税抜き方式によって

おります。

役員賞与引当金

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

貯蔵品

個 別 注 記 表

有 価 証 券

棚 卸 資 産

製品・原材料・仕掛品

貸 倒 引 当 金

賞 与 引 当 金
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２．貸借対照表に関する注記

(1)貸借対照表及び損益計算書、株主資本等変動計算書の記載金額は、千円未満を切り捨てて表示してあります。

(2)有形固定資産の減価償却累計額 千円

(3)関係会社に対する金銭債権・債務

短期金銭債権 千円

短期金銭債務 千円

長期金銭債権 該当事項はありません

長期金銭債務 該当事項はありません

３．税効果会計に関する注記

(1)繰延税金資産の発生の主な原因

賞与引当金否認額 (短期) 千円

その他 (短期) 千円

退職給付引当金否認額 (長期)
千円

(長期) 千円

その他 (長期) 千円

繰延税金資産合計 千円

56,905
123,049

24,749

4,846

25,145
役員退職慰労引当金
否認額 11,403

1,430,701

295,115

452,918
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